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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成16年5月 平成17年5月 平成18年5月 平成19年5月 平成20年5月

売上高 （百万円） 43,417 60,689 46,910 53,092 64,923

経常利益 （百万円） 4,647 4,547 3,492 3,936 2,068

当期純利益 （百万円） 2,498 2,584 1,961 2,308 1,056

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 601 1,429 1,429 1,429 1,429

発行済株式総数 （株） 77,800 240,400 240,400 240,400 240,400

純資産額 （百万円） 7,452 10,913 12,176 13,886 14,319

総資産額 （百万円） 25,168 25,506 25,719 35,201 39,385

１株当たり純資産額 （円） 95,533.52 45,397.28 50,649.43 57,763.65 59,565.66

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
6,400

(－)

2,900

(1,000)

2,500

(1,000)

2,500

(1,000)

2,500

(1,000)

１株当たり当期純利益 （円） 32,508.89 10,888.18 8,160.17 9,600.76 4,393.54

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 29.6 42.8 47.3 39.4 36.4

自己資本利益率 （％） 42.1 28.1 17.0 17.7 7.5

株価収益率 （倍） 26.9 11.9 10.5 9.1 7.7

配当性向 （％） 19.7 26.6 30.6 26.0 56.9

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 440 5,441 △2,730 △3,807 △3,419

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △378 △107 △33 △1,603 △568

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 25 △2,277 △1,983 5,238 2,372

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 3,915 6,972 2,223 2,050 434

従業員数 （人） 171 205 235 284 359

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高について、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社に対する投資の重要性が乏しいため記載しておりま

せん。

４．潜在株式調整後1株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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５．当社は平成16年1月20日付で株式１株につき2株の株式分割を行なっております。

なお、第21期の1株当たり当期純利益は、この株式分割が期首に行なわれたものとして計算しております。

６．当社は平成16年7月20日付をもって株式1株につき3株の株式分割を行なっております。

            なお、第22期の1株当たり当期純利益は、この株式分割が期首に行なわれたものとして計算しております。

            また、第21期の株価収益率の算定基礎となる貸借対照表日における株価については、この株式分割による

　　　　　　権利落ち後の株価をもって計算しております。

EDINET提出書類

タクトホーム株式会社(E04012)

有価証券報告書

 3/67



２【沿革】

　当社は、昭和59年4月に住宅の建築を主たる業務として東京都武蔵野市に設立されました。

　昭和60年10月には、主として２×４（ツーバイフォー）工法による建築請負業及び不動産売買仲介業の開始を目的

として株式会社飯田産業が当社の全株式を取得、当時同社の取締役であった飯田一男が当社の代表取締役に就任しま

した。

　以下、設立から現在までの概況は次のとおりであります。

年月 事項

昭和59年 4月 住宅の建築を主たる業務としてタクトホーム株式会社を設立

昭和60年10月 株式会社飯田産業が全株式を取得し、当社は株式会社飯田産業の子会社となる

昭和61年 5月 飯田建設工業株式会社(現、一建設株式会社　以下同)が当社の株式を取得し、当社は飯田建設工業株

式会社の子会社となる

昭和62年 6月 宅地建物取引業者免許取得（東京都知事(1)第50333号)

昭和63年 8月 商工組合中央金庫から転貸融資を受けることを目的として、関連会社となる住宅新興事業協同組

合を設立

平成 6年 1月 株式会社飯田産業及び飯田建設工業株式会社が当社の全株式を売却し、当社は両社の関係会社で

なくなる

平成 6年 3月 一般建設業許可取得（東京都知事（般－8）第94279号）

平成 7年11月 一級建築士事務所登録（東京都知事第40416号）

平成 9年12月 東京都保谷市（現 西東京市）に本店移転

平成11年11月 宅地建物取引業者免許を建設大臣免許に変更（建設大臣(1)第5963号）

平成15年 8月 ジャスダック市場に株式を上場

平成16年11月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場

平成20年 8月　 本社・本社社屋を現在地に移転
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と当社の関係会社である住宅新興事業協同組合の2社によって構

成され、主に戸建住宅を中心とした不動産分譲事業を行なっております。

　当社の事業内容、当社と住宅新興事業協同組合との主に不動産分譲事業に係わる位置付けにつきましては次のとお

りであります。

(1) 不動産分譲事業

　当社の主な事業である不動産分譲事業においては、戸建住宅を中心とした不動産の分譲販売を行なっております。

土地（戸建住宅用地）の仕入から、プロジェクトの企画、建物の設計、施工、販売及びアフターサービスに至るまで

の一貫したシステムをもって、首都圏（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）、中部圏（愛知県）及び東北圏(宮城県)を

中心に積極的な事業展開を図っております。

　建物仕様の規格化、小規模なプロジェクトを中心として取扱棟数の増加等に努めることでスケールメリットおよび

スピードメリットを最大限に享受、品質面および価格面における競争力を高めております。

 (2) その他の事業

その他の事業においては、戸建住宅を中心とした請負工事の受注、不動産（テナント）の賃貸等を行なっておりま

す。

なお、これらの事業については、その効率性や採算性を勘案して現在のところ積極的な事業展開を行なっておりま

せん。

　上記(1）にて記載した事項を、標準的な事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　関係会社は次のとおりであります。

名称 住所
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（関連会社）      

住宅新興事業協同組合 東京都武蔵野市 306 組合員への貸付 33.3 役員の兼任あり。

　（注）当社は、商工組合中央金庫からの転貸融資を受ける事を目的に住宅新興事業協同組合に出資しており、組合員と

なっております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年5月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

359    33歳 7ヶ月  2年 8ヶ月                  5,036,423

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、社外から当社への出向者・派遣社員3名が含まれております。

２．平均年間給与（税込）は、賞与を含んでおります。

３．業績拡大を目的とした積極的な採用活動の結果、当事業年度末の従業員数は企画営業部及び生産管理部を中

心として75人増加しております。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国経済は、設備投資や輸出増加に支えられ企業業績は好調に推移し、景気は穏やかに拡大

してまいりましたが、米国サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱、原油価格の高騰、株安等により先行

き不透明感が強まる状況でありました。

一方、個人部門においても、原油価格等の高騰の影響からガソリンをはじめとした諸物価の上昇、実質所得の伸び悩

み等から消費マインドがやや減退する状況でありました。

当不動産業界におきましては、昨年6月に施行された改正建築基準法の影響による新設住宅着工戸数の減少、土地及

び建物原価の上昇分を販売価格に転嫁できない状況等が続き、同業他社との競争激化も相俟って依然として厳しい状

況にあります。

このような状況下において、当社では「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と

品質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。

また、営業面におきましては、平成19年6月に岩槻営業所（埼玉県さいたま市）、越谷営業所（埼玉県越谷市）、平成

19年7月に昭島営業所（東京都昭島市）、平成19年8月に下井草営業所（東京都杉並区）、鎌ヶ谷営業所(千葉県鎌ヶ谷

市)、はるひ野営業所(神奈川県川崎市)、平成19年12月に中部圏で3店舗目となる名古屋支社（愛知県名古屋市）を開設、

営業基盤の拡充を図りました。

これらの結果、当事業年度における売上高は、64,923百万円（前事業年度比22.3％増）となりました。営業利益は

2,273百万円(同42.7％減)、経常利益は2,068百万円（同47.5％減）、当期純利益は1,056百万円（同54.2％減）となりまし

た。

なお、事業部門別の状況については、当事業年度も本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業に経営資源を

集中した結果、不動産分譲事業の売上高は64,546百万円（前事業年度比22.8％増）で売上高構成比99.4％、その他事業

の売上高は377百万円（同28.4％減）で売上高構成比0.6％となっております。

(2) キャッシュ・フロー

当事業年度における「現金及び現金同等物」（以下、「資金」という。）は、主に営業活動での使用によって前事業

年度末から1,616百万円減少して434百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における営業活動の結果、使用した資金は3,419百万円（前事業年度は3,807百万円の使用）となりまし

た。

これは主に、業容拡大を狙った土地仕入の促進によるたな卸資産の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動の結果、使用した資金は568百万円（前事業年度は1,603百万円の使用）となりました。

これは主に、定期積金の払戻による収入があったものの、有形固定資産の取得等による支出があったことによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動の結果、獲得した資金は2,372百万円（前事業年度は5,238百万円の獲得）となりまし

た。

これは主に、たな卸資産の増加及び有形固定資産の取得等に対応した短期借入金及び長期借入金の残高が増加した

ことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

事業部門別 品目

第25期
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

件数 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲
戸建住宅 2,330 68,396 29.4

マンション －　 －　 －　

合計 2,330 68,396 29.4

　（注）１．上記の金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

　当社では見込み生産を行なっているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

 当事業年度における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。

事業部門別 品目

第25期
（自 平成19年6月1日　至 平成20年5月31日）

　

件数 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲

戸建住宅 2,146 62,816 22.6

宅地分譲 53 1,729 30.3　

マンション －　 －　 －　

小計 2,199 64,546 22.8

その他

請負工事 18 193 △49.9

賃貸 －　 15 9.6

その他 －　 168 32.0

小計 18 377 △28.4

合計 2,217 64,923 22.3

また、不動産分譲事業の地域別販売実績は、次のとおりであります。

地域 件数 金額（百万円） 前事業年度期比（％）

 東京都 532 19,501 68.9

 埼玉県 683 18,483 37.0

 神奈川県 254 7,876 △4.9

 千葉県 563 14,516 △11.0

 茨城県 7 153 △62.6

愛知県 101 2,686 6.1

宮城県 50 1,142 －

岐阜県 3 59 －

三重県 6 126 －

合計 2,199 64,546 22.8

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1）現状の認識について

我が国経済は、設備投資や輸出増加に支えられ企業業績は好調に推移し、景気は穏やかに拡大してまいりましたが、

米国サブプライムローン問題に端を発した金融市場の混乱、原油価格の高騰、株安等により先行き不透明感が強まる

状況であります。

不動産業界におきましても、昨年6月に施行された改正建築基準法の影響による新設住宅着工戸数の減少、土地及び

建物原価の上昇分を販売価格に転嫁できない状況等が続き、同業他社との競争激化も相俟って依然として厳しい状況

にあります。

(2）当面の対処すべき課題の内容

このような厳しい環境の中において、当社は本業である戸建住宅を中心とした不動産分譲事業により更なる業績の

拡大を図るべく、次の課題に取組んでまいります。

① 経営基盤の拡充

　今後においても、安定かつ継続して魅力のある戸建住宅を提供していくためには、優良な土地仕入情報を確保する

ことが重要となってまいります。

② 良質で低価格な戸建住宅の提供

　今後において、魅力のある高品質で低価格な戸建住宅を提供していくためには、優良な土地仕入情報を確保するこ

とが重要となってまいります。

③ 経営管理体制の強化

　今後において、安定かつ継続した企業成長を図るためには、そのドライバーとなる優秀な人材の確保に取組むとと

もに、従業員教育の充実及びフラットな組織による適正な人員配置等によって効率的かつ有機的な少数精鋭組織の

維持構築に努めてまいります。

(3）対処方針及び具体的な取組状況等

① 経営基盤の拡充

当社では、引続き住宅ニーズの根強い首都圏（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）を中心とした営業基盤の拡充

を図るとともに、中部圏（愛知県）及び東北圏（宮城県）等首都圏以外における営業基盤の構築に努めてまいりま

す。

当事業年度においては、平成19年6月に岩槻営業所（埼玉県さいたま市）、越谷営業所（埼玉県越谷市）、平成19

年7月に昭島営業所（東京都昭島市）、平成19年8月に下井草営業所（東京都杉並区）、鎌ヶ谷営業所(千葉県鎌ヶ谷

市)、はるひ野営業所(神奈川県川崎市)、平成19年12月に中部圏で3店舗目となる名古屋支社（愛知県名古屋市）を開

設、当事業年度末における本支店及び営業所の数は前事業年度から7店舗増加して43店舗となりました。

② 良質廉価な戸建住宅の提供

今後において、魅力のある高品質で低価格な戸建住宅を提供していくためには、仕入物件の厳選化、取扱棟数の増

加によるスケールメリットを活かした建物製造原価アップの抑制及び工程管理の強化等によるプロジェクト期間

（土地仕入から施工及び販売まで）の短縮に努めてまいります。なお、仕入審査を強化するため、営業企画部を新設

し、更なる厳選化を図ってまいります。

なお、当事業年度における生産実績は、前事業年度実績の1,829棟から501棟増加して2,330棟、たな卸回転率に　　　

ついては前事業年度実績の2.1回転から0.1ポイント減少して2.0回転となりました。

③ 経営管理体制の充実

当社では経営管理体制の充実を図るため、優秀な人材の確保、従業員教育の充実及び適正な人員配置等による効

率的かつ有機的な少数精鋭組織の維持構築に取組んでまいります。

また、コンプライアンス、リスクマネジメント体制の強化、アカウンタビリティを含めたディスクロージャー体

制の充実にも積極的に取組んでまいります。　

なお、営業及び生産能力の向上を図るべく積極的に優秀な人材の確保に努めたことによって、従業員数は前事業

年度末の284名から75名増加して359名となりました。
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４【事業等のリスク】

　　　以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられる

主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。

　　　当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、当社の事業等に関する判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて慎重に検討した上で行なわれる必

要があると考えております。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、不確実性を内

包しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

１．当社の事業内容等に関する事項

(1) 不動産分譲事業の比率が高いことについて

当社の売上高構成比率では不動産分譲事業の比率が高く、当事業年度では売上高の99.4％を占めております。

不動産分譲事業においては、主に戸建住宅の分譲販売を行なっております。

戸建住宅の販売は購入者の需要動向に左右される傾向にあり、また、購入者の需要動向は景気動向、金利動向、地

価動向及び住宅税制等の影響を受けやすいため、所得見通しの悪化、金利の高止まり、住宅税制の変更等があった場

合には購入者の住宅購入マインドの減退や買い控えに繋がる可能性があります。

(2) 営業地域が首都圏に集中していること等について

当社では、本店又は取扱棟数の増加した既存の支店及び営業所における近隣地域を中心とした営業所展開を行

なってきたことから、首都圏の1都3県（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）に支店及び営業所が集中しております。

したがって、当社の業績は当該地域における地価の動向、景気の動向等の影響を受けております。

また、当社では経営基盤の拡充を目的として、平成16年6月に名古屋営業所(現天白営業所)を平成19年2月に大府営

業所を平成19年12月に名古屋支社を開設する等中部圏への進出を行なうと共に、平成19年5月には仙台南営業所を

開設し東北圏への進出も図っております。

しかしながら、この新たに進出した地域において、経営基盤の構築が当社の想定どおりに進まない場合には当社

の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 人材の確保及び育成について

当社では急速に営業所の展開を行なっているために積極的な人材の確保を図っておりますが、不動産販売の知識

や資格、経験を持った人材は不足しがちであることから、研修制度の充実等、人材の育成にも積極的に取り組んでお

ります。

しかしながら、今後、当社における人材の確保と育成が事業拡大のスピードに追いつかない場合、当社の成長及び

業績の見通しに影響を与える可能性があります。

(4）地価の変動について

最近の地価については、首都圏を中心に一部の地域において下落の兆しがでてきております。

当事業年度末現在、当社の保有する販売用不動産及び仕掛販売用不動産等の合計は総資産の87.3%を占めており

ます。将来、経済状況、需給バランスの悪化等の要因により地価が著しく変動した場合には、当社の業績や財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。
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　(5) 競合及び価格競争の激化について

当社では、新たに支社・支店及び営業所を開設する等の地域展開を行ない、第一次取得者層をターゲットとした

良質で低価格な戸建住宅を提供し続けております。

また、地域に密着した支社・支店及び営業所展開によって、効率的な事業の拡大及び販売活動の早期化等を企図

しております。

しかしながら、同業他社も多く、土地の仕入や販売活動において競合が発生します。更には、戸建住宅に限らず

分譲マンション等とも競合する場合もあります。

今後においてそれらとの競合が激化して仕入件数あるいは販売棟数が減少した場合、又は価格競争等によって土

地仕入価格が上昇したり販売価格が下落して採算が悪化した場合には、当社の住宅価格及び業績の見通しに影響を

与える可能性があります。

　(6) 住宅品質保証について

住宅の瑕疵保証期間については、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」によって10年間の保証が義務付け

られております。

当社は財団法人住宅保証機構及び株式会社日本住宅保証検査機構(以下、住宅保証機関という。)に登録してお

り、当社の販売する戸建住宅は全て住宅保証機関の10年間の住宅性能保証を受けております。

保証を受けるためには、住宅保証機関の現場検査を受ける必要があり、当社においても現場監督や完了検査等

によって常時管理を行なっている等、品質に対しては万全を期しております。

しかしながら、保証工事費用は徐々に増加しており当社の業績への影響も少なくはありません。

販売棟数の増加に伴い、将来の保証工事費用の重要性が高まったことを受け、当事業年度から保証工事引当金240

百万円を計上いたしましたが、見積金額以上に保証工事用が増加した場合には、当社の業績に影響を与える可能性

があります。

更に、当社の販売した戸建住宅に重大な瑕疵があるとされた場合等、当社の責によるか否かを問わず、又は実

際の瑕疵の有無とは関係なく、それが根拠のない誤認であった場合においても、当社の信用に悪影響を及ぼし当

社の業績に影響を与える可能性があります。

　(7) たな卸資産の増加について

当社では、事業の拡大に伴って販売棟数の増加に対応すべく積極的な土地の仕入れを行なっているため、たな卸

資産は増加する傾向にあります。

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金（以下、たな卸資産という。)が総資産に占める割合は、

当事業年度末では87.3%を占めております。

戸建住宅の販売に際しては、過去の実績や経験等を活かした計画立案等によって想定される在庫リスクの排除に

努めておりますが、販売が不振となって販売価格を下げた場合や土地の仕入れ後において開発行為や販売活動に長

時間を要し、その間に土地価格が下落した場合等には、評価損が発生する等の在庫リスクが高まり、当社の業績に

影響を与える可能性があります。

　(8) 借入への依存度が高いことについて

当社での土地の仕入資金は、主に金融機関からの借入によって調達するため、たな卸資産の増加に伴って借入総

額も増加する傾向があり、総資産に占める借入金及び社債の割合は当事業年度末において38.3％と高くなっており

ます。

そのため、金融政策や当社の信用力の低下等によって借入金額に制約を受けた場合、戸建住宅の販売が当初予定

よりも遅延することによってたな卸資産が長期間滞留する場合、金利が上昇局面にある場合等の金融情勢の変化等

により、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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　(9)外注への依存度が高いことについて

当社は、当社の販売する戸建住宅の建物建築に関して、設計の一部及び現場監督を除いた全てを外注によってお

り、不動産販売原価に占める外注費の割合は当事業年度末で27.8％となっております。

当社では、戸建住宅の需要の変動や土地の供給の変動に対応し、人件費や稼働率の非効率化を避けるために原則

として外注業者を活用し、実績、納期及び外注単価等の観点から外注業者の選定を行なっております。

外注業者は、地域や工程によって分化されており、特に依存度の高い外注業者はありませんが、需要の拡大や営

業所の増設等によって販売棟数が増加することで全般的に外注業者が不足した場合等、必要な外注業者を必要な時

期に確保することが困難となったり、外注単価の上昇によって建築コストが増加したりする場合には、当社の業績

に影響を与える可能性があります。

　(10)法的規制について

当社は、宅地建物取引業法に基づいた宅地建物取引業者として、国土交通大臣の免許を受けております。

また、建設業法に基づいた建設業者としての都知事許可、建築士法に基づいた一級建築士事務所としての都知事

登録を行なっており、当社の商品である戸建住宅は建築基準法等の規制を受けております。

当社では、土地の仕入から企画設計業務、施工業務、そして販売業務に至るまでの幅広い業務を行なっているた

めに様々な法規制があります。

上記以外にも都市計画法、土地区画整理法、農地法、宅地造成等規制法、国土利用計画法、民法、住宅品質確保

促進法、リサイクル法、その他地方公共団体の条例を含めた様々な法規制に係わっております。

今後、これらの不動産関連法制が変更された場合や新たな法規制が設けられた場合には、新たな義務や費用の発

生等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　(11)住宅新興事業協同組合について

当社は、商工組合中央金庫（以下、商工中金という。）からの転貸融資を受けるため、昭和63年に株式会社飯田

産業（現東証一部上場）、株式会社東栄住宅（現東証一部上場）と共に各社等分の出資（出資金合計306百万円）

によって住宅新興事業協同組合を設立いたしました。

商工中金の融資は、商工中金に出資している中小企業団体（組合）とその構成員に限定されており、商工中金は

住宅新興事業協同組合に対して事業資金の融資を行ない、住宅新興事業協同組合はその構成員に対する転貸融資を

行なっています。

当社では、土地の仕入資金等を商工中金から借入れる場合には、住宅新興事業協同組合からの転貸融資によって

おります。

中小企業等協同組合法において協同組合に損失が発生した場合にその構成員は、当該協同組合に対する出資金を

限度として当該損失を補填することとされていることから、住宅新興事業協同組合の財政状態が悪化し損失が発生

した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　　(12)顧客情報等の管理について

当社は、当社物件の購入をご検討頂くお客様やご購入頂いたお客様等、多くのお客様の個人情報をお預りしてい

るほか、様々な経営情報等を保有しております。

これらの情報の管理については、社内の情報管理システムを強化するとともに、個人情報の保護に関する規程

（情報管理規程）を設けて社員等への周知徹底を行なっております。

しかしながら、不測の事態により、万一、重要な情報が外部へ漏洩した場合には、当社の信用の失墜、それに伴

う売上高の減少並びに損害賠償等により、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

２．当社と当社の大株主との関係に関する事項

　　(1) 一建設株式会社との関係について

当社株式の12.81％を保有する大株主である飯田和美氏は、一建設株式会社（平成16年2月1日に飯田建設工業株

式会社から社名変更）の代表取締役会長である飯田一男氏の配偶者であります。

また、当社株式の6.98％を保有する有限会社一商事は、飯田和美氏の資産管理会社であります。

一建設株式会社は、昭和61年5月から平成6年1月まで当社の親会社であり、飯田一男氏は昭和60年10月から平成

7年5月まで当社の代表取締役社長に就任しておりました。

飯田和美氏の保有する当社株式は、飯田一男氏より当社の代表取締役社長退任に伴って平成7年2月に譲渡された

ものであります。

現在、当社と一建設株式会社とは同業者ではありますが、事業上の関係は一切なく、当社の株式を売却すること

についての制約はないことから、安定株主として当社の株式を将来的に保有し続けるといった保証はありません。
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　　(2) 株式会社飯田産業との関係について

当社株式の4.15％を保有する大株主である森和彦氏は、株式会社飯田産業（現東証一部上場）の代表取締役会長

であります。

また、当社株式の4.99％を保有する有限会社フォレストは、森和彦氏の資産管理会社であります。

株式会社飯田産業は、昭和60年10月から当社の親会社となり、昭和61年5月から平成6年1月までは当社のその他

の関係会社でありました。

森和彦氏は、平成7年5月から平成10年7月まで当社の代表取締役社長に就任しておりました。

現在、当社と株式会社飯田産業とは同業者ではありますが、共に住宅新興事業協同組合の構成員であることのほ

か事業上の関係はなく、当社の株式を売却することについての制約はないことから、安定株主として当社の株式を

将来的に保有し続けるといって保証はありません。
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５【経営上の重要な契約等】

当社では、業績の更なる拡大を図るための安定的かつ機動的な土地仕入資金等の確保を目的として、平成20年2月

1日及び平成20年2月12日付にて株式会社みずほ銀行と総額54億円、平成17年7月27日及び平成20年1月24付にて株式

会社三井住友銀行と総額43億円、平成17年9月7日付にて株式会社横浜銀行と総額20億円、平成19年10月29日及び平

成20年3月31日付にて株式会社りそな銀行と総額30億円、平成18年9月29日付にて株式会社三菱東京UFJ銀行と総額

20億円、平成19年9月28日付にて信金中央金庫と総額20億円、合計187億円の当座貸越契約を締結しております。

なお、これらの契約の中には、借入人の財政状態を一定の水準以上に維持すること等の制限条項が含まれており

ます。

６【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当社では、第25期事業年度においても本業である不動産分譲事業を中心とした業績の拡大を図るため、良質で低価

格な戸建住宅の取扱棟数の増加に努めてまいりました。

また、翌事業年度における業績の維持及び収益確保を目的とした優良な事業土地の仕入を行なうとともに、積極的

な拠点展開による仲介業者等との連携強化等にも努めてまいりました。

　その結果、売上高は、前事業年度比22.3％増となる64,923百万円、総資産については前事業年度比11.9％増となる

39,385百万円となっております。

　　(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。

この財務諸表の作成にあたっては、保証工事に関する判断等、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる

様々な要因に基づいて行なった見積りを含んでおります。

(2）当事業年度の財政状況の分析及び検討内容

　　　① 資産の状況

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末比4,184百万円(11.9％)増加し、39,385百万円となりました。

これは、業容拡大等を狙った商品土地の仕入によるたな卸資産の増加及び新本社建設による有形固定資産の増加

が主因であります。

この結果、流動資産が前事業年度比3,560百万円(11.2%)増加、固定資産が前事業年度比623百万円(18.6%)増加いた

しました。

　　　② 負債の状況

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末比3,751百万円(17.6％)増加し、25,066百万円となりました。

これは、たな卸資産増加に伴う短期借入金の増加及び有形固定資産増加に伴う長期借入金の増加が主因でありま

す。

この結果、流動負債が前事業年度比5,182百万円(28.5%)増加、固定負債が前事業年度比1,430百万円(45.2%)減少いた

しました。なお、固定負債の減少は、社債において償還期限が1年内となったため、固定負債から流動負債に振替えた

ことによるものであります。

　　　③ 純資産の状況

当事業年度末における純資産合計は、前事業年度末比433百万円(3.1％)増加し、14,319百万円となりました。

これは、当期純利益等の計上によって利益剰余金が前事業年度末比455百万円(4.2％)増加したことが主因でありま

す。

この結果、当事業年度末における自己資本比率は、36.4%となり前事業年度比3.0%ポイント低下となりました。

(3）当事業年度の経営成績の分析及び検討内容

　　　① 売上高

当事業年度における売上高は、前事業年度から11,830百万円増加して64,923百万円となりました。

これは主に、当社の主な商品である戸建住宅の販売棟数(宅地分譲も含む)が2,199棟（前事業年度1,923棟）と堅調

に推移し、不動産販売高が11,980百万円増加したことによるものであります。

不動産販売高を販売棟数で除して算出する１棟当たりの平均販売価格は、相対的に地価の高い東京都等における

取扱棟数比率が高くなった結果、前事業年度比7.4％増となっております。

また、当社では不動産分譲事業（不動産販売高）を中心とした事業拡大を図っておりますので、不動産分譲事業

の売上高構成比は99.4％となって、前事業年度と同様に高い水準となっております。
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② 売上原価

当事業年度における売上原価は、前事業年度から12,706百万円増加して57,917百万円となりました。

これは主に、不動産販売高の増加に伴って不動産販売原価が12,862百万円増加したことによるものであります。

なお、相対的に地価の高い東京都等における取扱棟数比率が高くなったこと等よって１棟当たりの土地取得費は

前事業年度比15.0％の増加となりました。

また、取扱棟数の増加によるスケールメリットを活かした建物製造原価の圧縮に努めておりますが、建設資材価

格の値上がり等により当事業年度の不動産販売原価における１棟当たりの外注費は前事業年度比6.2％の増加と

なっております。

これらの結果、１棟当たりの平均販売原価は前事業年度比12.5％の増加となりました。

③ 売上総利益

当事業年度における売上総利益は、前事業年度から875百万円減少して7,005百万円となりました。

これは主に、不動産分譲事業（不動産売上高）における売上総利益率の低下によるものであります。

これについては、地価の上昇分を販売価格に充分転嫁できない状況にあったためであり、当事業年度における売上

総利益率は10.8%となり前事業年度比4.0ポイント減少となっております。

なお、事業部門別における売上総利益及び売上総利益率は、不動産分譲事業が6,778百万円で10.5％、その他事業が

227百万円で60.3％となっております。

④ 販売費及び一般管理費

当事業年度における販売費及び一般管理費は、前事業年度から817百万円増加して4,732百万円となりました。

これは主に、不動産分譲事業（不動産販売高）における販売棟数の増加に伴って販売手数料が308百万円増加し

たこと及び業績拡大を目的とした積極的な採用活動を行ったことに伴って人件費が286百万円増加したこと等によ

るものであります。

なお、販売費及び一般管理費の対売上高構成比は7.3％となり前事業年度と変更ありません。

⑤ 営業利益

当事業年度における営業利益は、前事業年度から1,693百万円減少して2,273百万円となりました。

これは主に、売上総利益の減少に加え、販売費及び一般管理費が増加したことによるものであります。

なお、販売費及び一般管理費の増加により、営業利益率は前事業年度比4.0ポイント低下しております。

⑥ 営業外損益

当事業年度における営業外収益は、安全協力会収受金の増加等により前事業年度から32百万円増加し104百万円

となりました。

当事業年度における営業外費用は、支払利息の増加等により前事業年度から207百万円増加し309百万円となりま

した。

なお、当事業年度における営業外費用の対売上高構成比については、借入金増加に伴なう支払利息の増加により、

前事業年度から0.3ポイント増加して0.5％となっております。

　　　⑦ 経常利益

当事業年度における経常利益は、前事業年度から1,868百万円減少して2,068百万円となりました。

これは主に、営業利益の減少に加え、支払利息等の営業外費用の増加によるものであります。

　　　⑧ 特別損益

当事業年度における特別損失は、投資有価証券評価損及び過年度保証工事引当金繰入額の計上により、前事業年

度から253百万円増加して253百万円となりました。

　　　⑨ 税引前当期純利益

当事業年度における税引前当期純利益は、前事業年度から2,121百万円減少して1,815百万円となりました。

なお、当事業年度における税引前当期純利益率については、前事業年度から4.6ポイント低下して2.8％となってお

ります。
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⑩ 当期純利益

当事業年度における当期純利益は、前事業年度から1,251百万円減少して1,056百万円となりました。

また、当事業年度における当期純利益率は、前事業年度から2.7ポイント低下して1.6％となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度において実施した設備投資の総額は522百万円であります。

その主なものは、新本社建設であります。なお、当事業年度においても新たに営業所を7店舗開設いたしましたが、支社

及び一部の営業所において土地及び建物を取得しております。
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２【主要な設備の状況】

当社は本社のほか、42ヶ所に支店及び営業所を有しております。

各事業所の設備及び従業員の配置状況は以下のとおりであります。

　 平成20年5月31日現在

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）建物

（百万円）

工具器具備

品

（百万円）

土地

（百万円）

（面積㎡）

合計

本社

（東京都西東京市）
統括事務施設 159 9

1,642
(3,393.01)　

1,811 62

浦和支店

(埼玉県さいたま市南区)
販売設備 24 0

85
(299.79)　

110 13

溝口営業所

（神奈川県川崎市高津区）
販売設備 0 0 － 0 4

竹ノ塚営業所

（東京都足立区）
販売設備 19 0

80
(418.27)　

100 15

横浜営業所

（神奈川県横浜市中区）
販売設備 3 0 － 3 4

成増営業所

（東京都板橋区）
販売設備 4 0

41

(57.96)　
46 5

松戸営業所

（千葉県松戸市）
販売設備 2 0 － 2 6

大宮営業所

(埼玉県さいたま市大宮区)
販売設備 － 0 － 0 7

中野営業所

（東京都中野区）
販売設備 3 0 － 3 4

調布営業所

（東京都調布市）
販売設備 2 0 － 3 5

藤沢営業所

（神奈川県藤沢市）
販売設備 0 0 － 0 5

国分寺営業所

（東京都国分寺市）
販売設備 4 0 － 4 5

亀有営業所

（東京都葛飾区）
販売設備 3 0 － 3 6

市川営業所

（千葉県市川市）
販売設備 39 0

41
(134.00)　

81 15

所沢営業所

（埼玉県所沢市）
販売設備 － 0 － 0 9

川口営業所

（埼玉県川口市）
販売設備 3 0 － 4 9

天白営業所

（名古屋市天白区）
販売設備 3 0 － 3 4

鶴見営業所

（神奈川県横浜市鶴見区）

販売設備

賃貸設備
98 0

44
(228.32)　

143 13

蕨営業所

（埼玉県蕨市） 
販売設備 2 0 － 2 5

千葉中央営業所 

（千葉県千葉市中央区） 
販売設備 0 0 － 0 6

多摩営業所 

（東京都小平市） 
販売設備 41 0

102
(861.60)　

145 19

 柏営業所

（千葉県柏市）
販売設備 2 0 － 3 7

 池上営業所

（東京都大田区）
販売設備 0 0 － 1 5
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事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）建物

（百万円）

工具器具備

品

（百万円）

土地

（百万円）

（面積㎡）

合計

 船堀営業所

（東京都江戸川区）
販売設備 4 0 － 4 6

 練馬営業所

（東京都練馬区）
販売設備 2 0 － 3 3

 東大和営業所

（東京都東大和市）
販売設備 1 0 － 1 5

 ふじみ野営業所

(埼玉県ふじみ野市）
販売設備 0 0 － 0 5

蓮田営業所

(埼玉県蓮田市)
販売設備 3 0 － 3 6

町田営業所

(神奈川県相模原市)
販売設備 2 0 － 2 9

千住営業所

(東京都足立区)
販売設備 3 0 － 3 6

立石営業所

(東京都葛飾区)
販売設備 2 0 － 2 5

大泉営業所

(東京都練馬区)
販売設備 0 0 － 0 4

西船橋営業所

(千葉県船橋市)
販売設備 4 0 － 4 5

大府営業所

(愛知県大府市)
販売設備 3 0 － 3 4

仙台南営業所

(宮城県仙台市太白区)
販売設備 61 0

36
(199.31)　

97 9

川越営業所

(埼玉県川越市)
販売設備 2 0 － 2 5

越谷営業所

(埼玉県越谷市)
販売設備 2 0 － 2 4

岩槻営業所

(埼玉県さいたま市岩槻区)
販売設備 1 0 － 1 6

鎌ヶ谷営業所

(千葉県鎌ヶ谷市)
販売設備 37 0

67

(492.00)　
105 16

下井草営業所

(東京都杉並区)
販売設備 3 0 － 4 5

昭島営業所

(東京都昭島市)
販売設備 1 0 － 2 5

はるひ野営業所

(神奈川県川崎市麻生区)
販売設備 0 0 － 0 8

名古屋支社

(愛知県名古屋市西区)
販売設備 10 0

59

(315.03)　
70 10

　（注）１．上記の金額には消費税等を含めておりません。

２．現在休止中の主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

重要な設備の新設計画はありません。

(2)重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 432,000

計 432,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年5月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年8月26日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 240,400 240,400
東京証券取引所

市場第一部
－

計 240,400 240,400 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年8月22日

（注）１．
3,500 38,900 282 601 437 665

平成16年1月20日

（注）２．
38,900 77,800 － 601 － 665

平成16年7月20日 

（注）３．
155,600 233,400 － 601 － 665

 平成16年11月8日

（注）４．
7,000 240,400 827 1,429 827 1,493

　 (注) １．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　　　　　発行価格　　　220,000円

　　　　　　発行価額　　　161,500円

　　　　　　資本組入額　　 80,750円

　　　　　　払込金総額　　719百万円

 　  　 ２．平成15年11月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、平成16年1

            月20日付で1株につき2株の割合で分割したことによるものであります。

 　　　 ３．平成16年5月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、平成16年7

            月20日付で1株につき3株の割合で分割したことによるものであります。

 　　　 ４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

            発行価格　　　249,290円

 　　　　　 発行価額　　　236,440円

 　　　　　 資本組入額　　118,220円

　  払込金総額　　1,655百万円 
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年5月31日現在

区分

株式の状況

端株の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 26 24 62 38 6 7,602 7,758 －

所有株式数

（株）
－ 10,249 2,974 36,360 6,252 46 184,519 240,400  

所有株式数の

割合（％）
－ 4.26 1.24 15.12 2.60 0.02 76.75 100.00　 －

（注）「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成20年5月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

山本　重穂 東京都武蔵野市 75,000 31.19

飯田　和美 東京都杉並区 30,800 12.81

有限会社一商事 東京都西東京市富士町4－33－15 16,800 6.98

有限会社フォレスト 東京都武蔵野市西久保1－3－7 12,000 4.99

森　　和彦 東京都武蔵野市 10,000 4.15

株式会社飯田産業 東京都武蔵野市境2-2-2 5,151 2.14

田中　敏子 東京都杉並区 4,200 1.74

ユービーエスエージーロンド

ンアカウントアイピービーセ

グリゲイテッドクライアント

アカウント

(常任代理人 シティバンク銀

行株式会社)

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 

SWITZERLAND

(東京都品川区東品川2-3-14)

3,650 1.51

タクトホーム従業員持株会 東京都西東京市東伏見3－8－13 3,434 1.42

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社
東京都港区浜松町2-11-3 3,165 1.31

計 － 164,200 68.30

（注）　上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は3,165株であります。

なお、それらの内訳は、投資信託設定分541株、年金信託設定分1,979株、その他信託設定分645株となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年5月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 240,400 240,378 －

端株 － － －

発行済株式総数 240,400 － －

総株主の議決権 － 240,378 －

（注）完全議決権株式（その他）の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。

　　　なお、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年5月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第3号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年7月18日）での決議状況

（取得期間　平成20年7月22日～平成21年1月30日）
10,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式   

提出日現在の未行使割合（％）   

（注）「当期間における取得自己株式」には、平成20年8月1日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式数

は含まれておりません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 － － － －

　

（注）「当期間における保有自己株式数」には、平成20年8月1日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式

数は含まれておりません。
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３【配当政策】

将来における企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株

主への利益還元を継続的に行なうことを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行なうことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

この方針に基づいて、当事業年度では１株当たり2,500円（うち、中間配当1,000円）の配当を実施することを決定い

たしました。

この結果、当事業年度の配当性向は56.9％となりました。

内部留保資金については、優良な事業用地の仕入資金、新規市場における営業基盤の開拓資金等において有効的に

活用してまいります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年11月30日を基準日として、中間配当を行なうことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

　平成20年1月15日　取締役会決議 240 1,000

　平成20年8月26日  定時株主総会決議 360 1,500

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成16年5月 平成17年5月 平成18年5月 平成19年5月 平成20年5月

最高（円）

740,000

※１□ 1,290,000

※２□　 339,000

320,000 175,000 122,000 87,400

最低（円）

230,000

※１□　 399,000

※２□　 283,000

124,000 84,900 71,500 29,310

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年11月9日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会におけるものであります。

なお、平成15年8月22日付をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価について

は該当事項はありません。

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

なお、第21期は平成15年11月30日現在及び平成16年5月31日現在の株主に対して株式分割を2回実施しており

ますので、平成15年11月30日によるものを※１で、平成16年5月31日によるものを※２で示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年12月 平成20年1月 平成20年2月 平成20年3月 平成20年4月 平成20年5月

最高（円） 56,000 44,100 45,650 39,900 43,100 43,150

最低（円） 42,600 36,000 38,500 29,310 30,200 32,600

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役社長  山本　重穂 昭和27年2月15日生

昭和49年 4月 オーディオ＆ビデオ株式会社入社

昭和56年 9月 マイホームセンター株式会社入社

昭和57年 2月 株式会社飯田産業入社

平成 4年4 月 株式会社飯田産業取締役就任

平成 7年 6月 当社取締役就任

平成10年 7月 代表取締役社長就任（現任）

平成11年 8月 住宅新興事業協同組合監事就任（現

任）

平成19月 8月 管理本部長就任

（注)2 75,000

専務取締役

営業本部長

営業企画部長

営業推進部長

小寺　一裕 昭和42年7月18日生

昭和61年 3月 有限会社朝倉入社

平成元年 5月 株式会社日本クレスト入社

平成 3年 8月 飯田建設工業株式会社入社

平成12年 1月 当社入社

平成12年 5月 本店店長就任

平成13年 5月 取締役就任

 戸建事業部長就任

平成14年12月 常務取締役就任

平成16年 6月 営業本部長就任（現任）

企画営業部長(現 営業推進部長)就任

（現任）

平成19年 8月 専務取締役就任（現任）

平成20年 8月 営業企画部長就任（現任）

（注)2 900

常務取締役
生産本部長

生産管理部長
守　敏男 昭和26年10月19日生

昭和50年 4月  光洋建設株式会社入社

昭和51年 9月  伊藤工事株式会社入社

平成 7年 4月  当社入社

平成16年 8月  生産管理部長就任(現任)

平成18年 8月  取締役就任

平成19年 8月  常務取締役就任（現任）

 生産本部長就任（現任）

（注)2 326

 常務取締役
管理本部長

経営管理部長
中辻　満壽雄 昭和33年9月3日生

昭和56年 4月  株式会社住友銀行(現、株式会社三井

住友銀行)入行

平成13年 4月  同行新橋法人営業第一部次長

平成17年 5月  株式会社三井住友銀行より当社へ出

向

平成18年 7月  経営管理部長就任（現任）

平成18年 8月  当社入社　取締役就任

平成20年 8月 常務取締役就任（現任)

　 管理本部長就任（現任）

（注2） －

取締役
事業推進本部長

事業推進部長
江波戸　健 昭和38年10月21日生

昭和63年 4月 株式会社ヴィクトリア入社

平成 6年 1月 当社入社

平成11年10月 溝口営業所店長就任

平成15年 8月 取締役就任（現任）

平成16年 6月

平成17年11月

営業管理部長就任

調布営業所店長

平成19年 8月 事業推進部長就任（現任）

はるひ野営業所店長

平成20年 8月 事業推進本部長就任（現任）

（注)2 960

常勤監査役  近松　泰徳 昭和11年11月14日生

昭和35年 4月 商工組合中央金庫入庫

平成3年 12月 大三製鋼株式会社入社

平成13年 7月 当社常勤監査役就任（現任）

（注)3 －

監査役  栗本　牧哉 昭和27年12月17日生

昭和50年10月 アーサーヤング会計事務所入所

平成元年 7月 栗本公認会計士事務所開設

平成13年 5月 当社監査役就任（現任）

（注)4 －

監査役  小山　鉄也 昭和32年8月8日生

昭和61年10月 公認会計士開業登録

平成 2年10月 小山公認会計士事務所開設

平成15年 8月 当社監査役就任（現任）

（注)4 －

計 77,186

（注）１ 常勤監査役　近松　泰徳、監査役　栗本　牧哉、監査役　小山　鉄也の各氏は、会社法第2条第16号に定める　

 社外監査役であります。

（注）２ 取締役の任期は、平成20年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年5月期に係る定時株主総会終結の時 

 までであります。
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（注）３ 常勤監査役　近松　泰徳氏の任期は、平成20年5月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年5月期に係る定

 時株主総会終結の時までであります。

（注）４ 監査役　栗本　牧哉、監査役　小山　鉄也の両氏の任期は、平成19年5月期に係る定時株主総会終結の時から平

 成23年5月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスでは、経営の「透明性」「公平性」及び「迅速性」の実現を基本的な方針とし

ております。

また、パブリックカンパニーとしての責任を全うすべく、コンプライアンスやリスクマネジメント体制の強化、ア

カウンタビリティを含めたディスクロージャー体制の充実に取組むことによって、株主への利益還元の増大に努め

てまいります。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

      ① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

　　　（イ）会社の機関の内容 　　　

 　　　　 ・取締役会

            取締役会は、取締役５名をもって構成されております。

　　　　　  取締役の人員数を最小限に抑えることによって、取締役会開催の利便性を高め、経営上の意思決定における

            迅速性の実現に努めております。

            また、当社では経験、知識及びマネージメント能力に優れた者を取締役に選任しております。

            社外取締役については選任していないものの、監査役の取締役会及び全社会議といった主要な会議への出席

            を促進させること等によって経営監視機能の強化を図っております。

          ・全社会議

            全社会議は、代表取締役社長自らが中心となって定期的に開催しております。

            代表取締役社長をはじめ、取締役、常勤監査役、支店及び営業所の店長並びに各部門の責任者等によって構

            成され、取締役会にて決議された重要事項等の「公平」かつ「迅速」なる共有化、経営における「透明性」

            の実現に努めております。

　　　　　  また、支店及び営業所の店長並びに各部門の責任者等を含めた積極的な意見交換を行なうことによって各部　

　　　　　　門における相互連携の強化を図るとともに、現場の「声」の経営へのタイムリーなフィードバックに努めて

　　　　　　おります。

          ・監査役及び監査役会

            当社では監査役制度を採用しております。

            監査役会については、常勤監査役1名と非常勤監査役2名の計3名で構成され、定期的かつ機動的な開催に

            よって有機的な経営の監視を行なっております。

　　　　　  また、取締役会や全社会議等といった主要な会議に出席するとともに、非常勤監査役には公認会計士等の有

            資格者を登用すること等によって経営監視機能の強化を図っております。

      （ロ）内部統制システムの整備の状況

            当社では、代表取締役社長が直轄する内部監査室（1名）を設置しております。

　　　　    この内部監査室による監査では、監査役による監査との有機的な連携等によってその実効性を高めておりま

          　す。

      （ハ）リスク管理体制の整備の状況

　　　　    当社では、管理本部（経営管理部）を中心として、想定されるリスクの回避及びリスクが発生した場合にお

          　ける迅速かつ適切なる対応を行なっております。

            また、必要な場合には、顧問弁護士等との意見交換についても積極的に行なっております。

      （ニ）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

            内部監査室による内部監査、監査役による監査役監査及び公認会計士による会計監査の状況については、次

        　  のとおりであります。

          ・内部監査室

            内部監査室では、全部門、全支店及び営業所において実地による業務監査等を行なっております。

　　　　　  その評価については、代表取締役社長へ報告されるのみならず、各部門の責任者への助言及び指導等をもっ

            て行なっております。

　　　　　  また、主に監査役監査との有機的な連携によって、その実効性の向上を図っております。

          ・監査役監査

            監査役監査では、主に取締役会や全社会議等主要な会議への出席等によって、取締役の業務執行状況等の監

            査を行なっております。

            また、会計監査人との意見交換、内部監査室との連携等によってコーポレート・ガバナンスの充実に努めて

　　　　　　おります。
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          ・会計監査

            会計監査については、新日本有限責任監査法人（旧 新日本監査法人）を会計監査人として選任しておりま

　　　　　　す。

            これらの業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び当社に係る継続監査年数については次

            のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名等 所属する監査法人 当社に係る継続監査年数

指定有限責任社員　業務執行社員　太田　恵子 新日本有限責任監査法人  － 

指定有限責任社員　業務執行社員　北澄　裕和 新日本有限責任監査法人  － 

指定有限責任社員　業務執行社員　井村　順子 新日本有限責任監査法人  － 

（注）１．監査業務に係る補助者の構成については、公認会計士2名及び会計士補等3名であります。 

２．継続監査年数については、全員が7年以内であるため記載を省略しております。

３. 同監査法人は、既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与する

ことのないような措置をとっております。

　

      ② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社では、社外取締役の選任を行なっておりません。また、当社と当社の社外監査役（3名）との間において、人

的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

  なお、当社と各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定により、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

　

      ③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況

         取締役会、監査役会及び全社会議等を定期的かつ機動的に開催すること等によってコーポレート・ガバナンス 

 の充実に取組んでまいりました。

   また、全ての取締役会において監査役の出席がなされ、全社会議においても全取締役、監査役、全支店及び営

 業所の店長並びに各部門の責任者による積極的な意見交換がなされた等コンプライアンス、リスクマネジメント

 の充実にも取組んでまいりました。

　

(3) 役員報酬の内容

　　　　当社の取締役に対する報酬額の総額は140百万円であり、その内容は株主総会の決議に基づいて取締役会にて決議さ

れた報酬であります。

　　　　また、当社の監査役に対する報酬額の総額は7百万円であり、その内容は株主総会の決議に基づいて監査役の協議によ

り決議された報酬であります。

(4) 監査報酬の内容

　　　　当社の新日本有限責任監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務（監査証明業務）の対

価として支払うべき報酬等の合計額は20百万円であります。

        また、当社は新日本有限責任監査法人に公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務以外の業務

（非監査業務）である「財務報告目的の内部統制の整備・運用・評価等に係る助言業務」を委託し対価を支払っ

ております。

(5) 責任限定契約の内容の概要

 　　   当社と社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に規定する金額であります。

(6) 取締役の定数

当社の取締役は7名以内とする旨定款に定めております。

(7) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨定款に定めております。

また、累積投票による取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
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(8) 自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行すること

を可能とするため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を

取得することができる旨を定款に定めております。

(9) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行なう旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうことを目的とす

るものであります。

(10) 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行なうため、会社法第454条第5項の規定により、取締役会の決議によって毎

年11月30日を基準日として、中間配当を行なうことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　前事業年度（平成18年6月1日から平成19年5月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成19年6月1日から平成20年5月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事

業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を容易にするため、前事業年度についても百

万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前事業年度（平成18年6月1日から平成19年5月31日まで）の財務諸

表について、新日本監査法人に監査を受け、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（平

成19年6月1日から平成20年5月31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けておりま

す。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本監査法人から名称変

更しております。

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　
　

前事業年度
（平成19年5月31日）

当事業年度
（平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  2,050   449  

２．販売用不動産 ※1　  4,487   8,549  

３．仕掛販売用不動産 ※1　  21,266   22,204  

４．未成工事支出金 　  3,430   3,648  

５．貯蔵品 　  0   －  

６．前渡金 　  342   171  

７．前払費用 ※3　  30   28  

８．繰延税金資産 　  172   207  

９．未収消費税等 　  －   125  

10．その他 　  70   26  

流動資産合計 　  31,851 90.5  35,412 89.9

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 735   752   

減価償却累計額 　 144 590  172 580  

(2）工具器具備品 　 101   106   

減価償却累計額 　 71 30  82 24  

(3）土地 　  2,158   2,200  

(4) 建設仮勘定 　  18   465  

有形固定資産合計 　  2,798 8.0  3,270 8.3

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  7   32  

(2）電話加入権 　  2   2  

無形固定資産合計 　  10 0.0  35 0.1
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前事業年度
（平成19年5月31日）

当事業年度
（平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  242   187  

(2）出資金 　  4   4  

(3）関係会社出資金 　  102   102  

(4）長期前払費用 　  17   16  

(5）繰延税金資産 　  96   218  

(6）その他 　  77   138  

投資その他の資産合
計

　  540 1.5  667 1.7

固定資産合計 　  3,349 9.5  3,973 10.1

資産合計 　  35,201 100.0  39,385 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  3,526   4,434  

２．営業未払金 　  3,632   3,799  

３．短期借入金
※

1,2,3  8,699   11,352  

４. １年内償還予定社債 　  250   2,000  

５．１年内返済予定長期
借入金

　  240   486  

６．未払金 　  245   264  

７．未払費用 ※3　  127   143  

８．未払法人税等 　  971   500  

９．未払消費税等 　  116   －  

10．前受金 　  150   125  

11．預り金 　  64   79  

12．前受収益 　  1   1  

13．賞与引当金 　  125   145  

流動負債合計 　  18,152 51.6  23,334 59.2
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前事業年度
（平成19年5月31日）

当事業年度
（平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１. 社債 　  2,000   －  

２．長期借入金 　  900   1,223  

３．退職給付引当金 　  67   84  

４．役員退職慰労引当金 　  185   174  

５．保証工事引当金 　  －   240  

６．その他 　  9   9  

固定負債合計 　  3,162 9.0  1,732 4.4

負債合計 　  21,314 60.6  25,066 63.6

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金   1,429 4.1  1,429 3.6

２．資本剰余金 　       

　資本準備金 　 1,493   1,493   

　資本剰余金合計 　  1,493 4.2  1,493 3.8

３．利益剰余金 　       

(1)利益準備金 　 41   41   

(2)その他利益剰余金 　       

　　繰越利益剰余金 　 10,906   11,361   

　利益剰余金合計 　 　  10,947 31.1  11,402 29.0

　　株主資本合計 　  13,869 39.4  14,324 36.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価
差額金

 17   △4   

　評価・換算差額等合計 　  17 0.0  △4 △0.0

　純資産合計 　  13,886 39.4  14,319 36.4

　負債純資産合計 　  35,201 100.0  39,385 100.0
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②【損益計算書】

　
　

前事業年度
（自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．不動産販売高 　 52,565   64,546   

２．請負工事収入 　 384   193   

３．賃貸収入 　 14   15   

４．その他の不動産収入 　 127 53,092 100.0 168 64,923 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．不動産販売原価 ※1　 44,905   57,767   

２．請負工事原価 　 303   147   

３．賃貸原価 　 2 45,210 85.2 2 57,917 89.2

売上総利益 　  7,881 14.8  7,005 10.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．販売手数料 　 1,299   1,607   

２．広告宣伝費 　 432   562   

３．役員報酬 　 122   120   

４．給与手当 　 743   955   

５．賞与 　 88   103   

６．賞与引当金繰入額 　 95   107   

７．退職給付引当金繰入
額

　 12   14   

８．役員退職慰労引当金
繰入額

　 27   40   

９．法定福利費 　 129   151   

10．福利厚生費 　 30   42   

11．通信交通費 　 41   58   

12．減価償却費 　 27   37   

13．地代家賃 　 138   153   

14．租税公課 　 289   377   

15．その他 　 436 3,915 7.3 398 4,732 7.3

営業利益 　  3,966 7.5  2,273 3.5
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前事業年度
（自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 0   0   

２．受取配当金 　 7   3   

３．安全協力会収受金 　 59   83   

４．雑収入 　 5 71 0.1 17 104 0.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 84   280   

２．社債利息 　 16   22   

３．雑損失 　 － 101 0.2 6 309 0.5

経常利益 　  3,936 7.4  2,068 3.2

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益  ※2 0 0 0.0 － － －

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※3 0   －   

２．投資有価証券評価損 　 －   18   

３．過年度保証工事引当
金繰入額

　 － 0 0.0 235 253 0.4

税引前当期純利益 　  3,936 7.4  1,815 2.8

法人税、住民税及び事
業税

　 1,707   900   

法人税等調整額 　 △79 1,628 3.1 △141 758 1.2

当期純利益 　  2,308 4.3  1,056 1.6
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　（製造原価明細書）

 不動産販売原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　土地取得費 　 30,905 68.8 40,647 70.4

Ⅱ　労務費 　 383 0.9 420 0.7

Ⅲ　外注費 　 13,202 29.4 16,072 27.8

Ⅳ　経費 　 414 0.9 626 1.1

合計 　 44,905 100.0 57,767 100.0

　（注）原価計算の方法は個別原価計算によっております。

請負工事原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 　 8 2.9 3 2.5

Ⅱ　外注費 　 285 94.2 140 95.0

Ⅲ　経費 　 8 2.9 3 2.5

合計 　 303 100.0 147 100.0

　（注）原価計算の方法は個別原価計算によっております。

賃貸原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　減価償却費 　 0 45.2 0 45.2

Ⅱ　その他経費 　 1 54.8 1 54.8

合計 　 2 100.0 2 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計特別償却準

備金
繰越利益剰
余金

平成18年5月31日残高

（百万円）
1,429 1,493 1,493 41 0 9,198 9,240 12,162

事業年度中の変動額         

特別償却準備金の取崩し     △0 0 － －

剰余金の配当      △360 △360 △360

当期純利益      2,308 2,308 2,308

剰余金の配当（中間配当額)      △240 △240 △240

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
        

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － － － △0 1,707 1,707 1,707

平成19年5月31日残高

（百万円）
1,429 1,493 1,493 41 － 10,906 10,947 13,869

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年5月31日残高

（百万円）
13 13 12,176

事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩し   －

剰余金の配当   △360

当期純利益   2,308

剰余金の配当（中間配当額)   △240

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）

　

3 3 3

事業年度中の変動額合計

（百万円）
3 3 1,710

平成19年5月31日残高

（百万円）
17 17 13,886

当事業年度（自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金合

計繰越利益
剰余金

平成19年5月31日残高

（百万円）
1,429 1,493 1,493 41 10,906 10,947 13,869

事業年度中の変動額        

剰余金の配当     △360 △360 △360

当期純利益     1,056 1,056 1,056

剰余金の配当（中間配当額)     △240 △240 △240
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金合

計繰越利益
剰余金

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
       

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － － － 455 455 455

平成20年5月31日残高

（百万円）
1,429 1,493 1,493 41 11,361 11,402 14,324

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年5月31日残高

（百万円）
17 17 13,886

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △360

当期純利益   1,056

剰余金の配当（中間配当額)   △240

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）

　

△22 △22 △22

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△22 △22 433

平成20年5月31日残高

（百万円）
△4 △4 14,319
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④【キャッシュ・フロー計算書】

　
　

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

税引前当期純利益 　 3,936 1,815

減価償却費 　 38 43

賞与引当金の増加額 　 38 20

退職給付引当金の増
加額

　 15 16

役員退職慰労引当金
の増加額(△減少額) 　 27 △11

保証工事引当金の増
加額

　 － 240

受取利息及び受取配
当金

　 △7 △4

支払利息及び社債利
息

　 101 302

投資有価証券評価損 　 － 18

有形固定資産除却損 　 0 －

有形固定資産売却益 　 △0 －

たな卸資産の増加額 　 △7,896 △5,219

前渡金の減少額   
(△増加額) 　 △180 170

その他の資産の減少
額（△増加額）

　 109 △143

仕入債務の増加額 　 1,794 1,069

前受金の増加額
(△減少額) 　 3 △24

その他の負債の増加
(△減少額) 　 171 △55

小計 　 △1,845 △1,759

利息及び配当金の受
取額

　 7 4

利息の支払額 　 △108 △297

法人税等の支払額 　 △1,860 △1,367

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △3,807 △3,419
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前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

定期積金の預入によ
る支出

　 △7 △15

定期積金の払戻によ
る収入

　 12 3

投資有価証券の取得
による支出

　 △18 －

出資金の取得による
支出

　 △0 △0

有形固定資産の取得
による支出

　 △1,638 △526

有形固定資産の売却
による収入

　 48 －

無形固定資産の取得
による支出

　 － △29

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,603 △568

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　   

短期借入金の純増加
額

　 5,199 2,653

長期借入による収入 　 1,200 933

長期借入金の返済に
よる支出

　 △60 △363

社債の償還による支
出

　 △500 △250

配当金の支払額 　 △601 △601

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 5,238 2,372

Ⅳ　現金及び現金同等物の減
少額

　 △172 △1,616

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

　 2,223 2,050

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
末残高

 ※ 2,050 434
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　

前事業年度(自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日)

該当事項はありません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

(1）時価のあるもの

  決算日の市場価額等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

(1）時価のあるもの

 

同左

 (2）時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2）時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成

工事支出金

　個別法による原価法

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成

工事支出金

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法

 ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物（建物付属設備は除く）につ

いては、定額法。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1）有形固定資産

同左　

 建物　　　　　　　　　11～50年  

 工具器具備品           3～20年  

 (2）無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

 同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

－

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当期に負担すべき額を

計上しております。

(1）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

　役員に対する賞与支払に備えて、役員

賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。

－
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項目
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

 (4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に関する実務指針（中間報

告）（日本公認会計士協会　会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法に

より、自己都合退職による期末要支給

額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　　　　　　同左

 (5）役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

 　

－

(4) 保証工事引当金

  保証工事に係る費用に備えるため、過

去の実績を基礎として算出した見積額

を対象物件の販売時に計上しておりま

す。

　

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

①　税抜方式によっております。

②　控除対象外消費税等は、固定資産に

係るものは投資その他の資産の「そ

の他」に計上し5年間で均等償却を行

なっており、それ以外は発生年度の期

間費用としております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年6月1日 
　  至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日 
　  至　平成20年5月31日）

 －

(保証工事引当金)  

一定期間、無償にて修理等を行なう費用について、従来

は、実際に修理等を行なった時点の販売費及び一般管理

費として処理しておりましたが、当事業年度より、過去

の実績を基礎として算出した見積額を販売時点の売上

原価に計上する方法に変更し、保証工事引当金を計上し

ております。

　当該変更は、対象となる戸建住宅の累積販売棟数の増

加等により将来の修理費用等の重要性が高まってきた

ため、費用収益の対応を図り適正な期間損益を算定する

ためには、保証工事に係る費用は保証工事の対象となる

戸建住宅の販売時に売上に対応する原価として引当て

るべきであると判断したこと、及び将来の修理費用等を

合理的に見積もる体制が当事業年度に整備されたこと

から実施いたしました。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売上

総利益が87百万円、営業利益及び経常利益が各々5百万

円減少し、過年度分を過年度保証工事引当金繰入額とし

て特別損失に235百万円計上した結果、税引前当期純利

益は、240百万円減少しております。

　なお、下半期に将来の修理費用等を合理的に見積もる

体制が整備されたことにより、下半期に当該変更を行

なったため、当中間会計期間は従来の方法によっており

ます。従いまして、当中間会計期間は、変更後の方法に

よった場合に比べ、売上総利益が30百万円多く、営業利

益及び経常利益は各々7百万円少なく、税引前中間純利

益は138百万円多く計上されております。
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表示方法の変更

前事業年度

（自　平成18年6月1日 
　  至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日 
　  至　平成20年5月31日）

－

(貸借対照表)　

前事業年度において独立掲記しておりました「貯蔵

品」(当事業年度0百万円)は、金額が僅少であるため当事

業年度においては流動資産の「その他」に含めて表示

しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年5月31日）

当事業年度
（平成20年5月31日）

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

 　 (1)　担保権の設定が留保されている資産　        　　　　　

 仕掛販売用不動産      352百万円 

 計 352百万円 

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

 　 (1)　担保権の設定が留保されている資産　        　　　　　

 販売用不動産            405 百万円 

 仕掛販売用不動産            687 百万円 

 計       1,093 百万円 

　(2)　上記に対応する債務

 短期借入金      320百万円 

 計 320百万円 

　(2)　上記に対応する債務

 短期借入金           1,386百万円 

 計       1,386百万円 

※２　当社では土地仕入資金の効率的な調達として、取引

銀行6行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額額 17,000百万円

借入実行残高 6,485百万円

差引額 10,515百万円

※２　当社では土地仕入資金の効率的な調達として、取引

銀行6行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

当座貸越極度額  18,700百万円

借入実行残高      7,322百万円

差引額     11,378百万円

※３　　　　　　　　　　　－ ※３　関係会社項目

　 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たものの他次のものがあります。

前払費用　　　　　　　　　　　　　　1百万円

未払費用                            1百万円

短期借入金                      1,386百万円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

※１　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　 ※１　不動産販売原価には、以下のものが含まれておりま

す。　　　　　　　　

たな卸資産評価損 172 百万円　
  

※２　固定資産売却益の内訳は以下のとおりであります。　　

　　　　　　　

※２　　　　　　　　　　　－

車両運搬具      0 百万円 

　 　

 

※３　固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。 ※３　　　　　　　　　　　－

車両運搬具      0 百万円 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度　（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）

1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数

（株）

当事業年度末株式数

（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

2.　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成18年8月28日

定時株主総会 
 普通株式 360 1,500 平成18年5月31日 平成18年8月29日

 平成19年1月12日

取締役会
 普通株式 240 1,000  平成18年11月30日 平成19年2月13日

(2)　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が次事業年度となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年8月27日

定時株主総会
普通株式 360 利益剰余金 1,500 平成19年5月31日平成19年8月28日

当事業年度　（自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日）

1.　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数

（株）

当事業年度末株式数

（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 240,400 － － 240,400

 合計 240,400 － － 240,400

2.　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年8月27日

定時株主総会 
 普通株式 360 1,500 平成19年5月31日 平成19年8月28日

 平成20年1月15日

取締役会
 普通株式 240 1,000  平成19年11月30日 平成20年2月12日

(2)　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が次事業年度となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年8月26日

定時株主総会
普通株式 360 利益剰余金 1,500 平成20年5月31日平成20年8月27日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年5月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 2,050

現金及び現金同等物 2,050

（平成20年5月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 449

預金期間が3ヶ月を越える定期積金 △15

現金及び現金同等物 434
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年6月１日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月１日
至　平成20年5月31日）

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる　

　もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相当

額(百万円)

減価償却累計

額相当額  

 (百万円)

期末残高相当

額(百万円)

 工具器具備品 2 0 2

 　　合計 2 0 2

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内     0百万円 

１年超 1百万円 

 合計 2百万円 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

　　　期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

　　　が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

　　　す。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

 　　 支払リース料　　　　　　　　　　 　0百万円

 　　 減価償却費相当額                   0百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

　    率法 によっております。

 ２．オペレーティング・リース取引

　

      未経過リース料

　

１年内      9百万円 

１年超 10百万円 

 合計 20百万円 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる　

　もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相当

額(百万円)

減価償却累計

額相当額  

 (百万円)

期末残高相当

額(百万円)

 工具器具備品 13 6 7

 　　合計 13 6 7

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内        4百万円 

１年超      6百万円 

 合計      10百万円 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

　　　期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

　　　が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

　　　す。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

 　　 支払リース料　　　　　　　　　　 　3百万円

 　　 減価償却費相当額                   5百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

　    率法 によっております。

 ２．オペレーティング・リース取引

　

      未経過リース料

　

１年内           6百万円 

１年超       6百万円 

 合計       13百万円 
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（有価証券関係）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類

前事業年度（平成19年5月31日） 当事業年度（平成20年5月31日）

取得原価
（百万円）

貸借対照表計
上額
（百万円）

差額（百万円）
取得原価
（百万円）

貸借対照表計
上額
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1) 株式 26 54 28 1 2 1

(2) 債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 26 54 28 1 2 1

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － － 24 15 △9

(2）債券 － － － － － －

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － 24 15 △9

合計 26 54 28 26 17 △8

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容
前事業年度（平成19年5月31日） 当事業年度（平成20年5月31日）

貸借対照表計上額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

 非上場株式 187 169
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）

当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日）

当社はデリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

　
前事業年度

（平成19年5月31日）
当事業年度

（平成20年5月31日）

退職給付債務（百万円）  △67  △84 

退職給付引当金（百万円）  △67  △84 

３．退職給付費用の内訳

　
前事業年度

（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

退職給付費用（百万円）  19  20 

勤務費用（百万円）  19  20 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。

（ストック・オプション等関係）

前事業年度　(自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日)　

該当事項はありません。

当事業年度　(自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日)　

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

繰延税金資産 （百万円） 

未払事業税 74

賞与引当金損金算入限度超過額 46

退職給付引当金 26

役員退職慰労引当金 75

その他 59

繰延税金資産合計 283

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △11

その他 △2

繰延税金負債合計 △13

繰延税金資産の純額 269

　  

繰延税金資産 （百万円） 

未払事業税 38

賞与引当金損金算入限度超過額 54

退職給付引当金 33

役員退職慰労引当金 71

保証工事引当金 97

たな卸資産評価損 70

その他 62

繰延税金資産合計 427

繰延税金負債  

前払労働保険料 △1

繰延税金負債合計 △1

繰延税金資産の純額 425

　  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載は省略しております。

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載は省略しております。
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（持分法損益等）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

　関連会社に対する投資の重要性が乏しいため、記載を省

略しております。

同左

（関連当事者との取引）

前事業年度（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年6月1日　至　平成20年5月31日）

子会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有割
合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員の
兼任等
（人）

事業上
の関係

関連会社
住宅新興

事業(協)

東京都

武蔵野市
306 金融事業

(所有)

直接 33.3　
兼任1名

資金の

借入

借入利息の

支払
23 前払費用 1

転貸手数料

の支払
1 未払費用 1

資金の借入 2,858
短期借入

金
1,386

　（注）１．資金の借入については、利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間1年未満、一括返

済としております。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日）

1株当たり純資産額    57,763 円65銭

1株当たり当期純利益金額  9,600 円76銭

1株当たり純資産額    59,565 円 66銭

1株当たり当期純利益金額    4,393 円 54銭

　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年6月1日
至　平成19年5月31日)

当事業年度
(自　平成19年6月1日
至　平成20年5月31日)

当期純利益（百万円） 2,308 1,056

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,308 1,056

期中平均株式数（株） 240,400 240,400
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年6月1日
 至　平成19年5月31日）

当事業年度
（自　平成19年6月1日
 至　平成20年5月31日）

－

　

平成20年7月18日開催の取締役会において、会社法第165条

第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条第1

項の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体

的な取得方法について決議いたしました。

(1) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　自己株式の取得を行なう理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行

するため、自己株式の取得を行なうものであります。

②　取得する株式の種類

当社普通株式

③　取得する株式の総数

10,000株　(上限)

(発行済株式総数に対する割合　4.16%)

④　取得価額の総額

300百万円 (上限)

⑤　取得する期間

平成20年7月22日から平成21年1月30日まで

⑥　取得の方法

東京証券取引所における市場買付

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
 （百万円）

有形固定資産        

建物 735 17 － 752 172 28 580

工具器具備品 101 4 － 106 82 10 24

土地 2,158 41 － 2,200 － － 2,200

建設仮勘定 18 460 13 465 － － 465

有形固定資産計 3,013 524 13 3,524 254 39 3,270

無形固定資産        

ソフトウェア 12 29 － 42 9 4 32

電話加入権 2 － － 2 － － 2

無形固定資産計 14 29 － 44 9 4 35

 長期前払費用 35 7 0 42 25 7 16

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定　　　　新本社建物　　　　　434百万円

【社債明細表】

銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

 第2回無担保社債 平成17年 9月26日 
250

 (250) 

－  

(－)
0.40 なし 平成19年9月25日 

 第3回無担保社債 平成17年12月29日 
2,000

(－)

2,000

(2,000)
0.21 なし 平成20年12月29日 

合計 －
2,250

(250) 

2,000

(2,000)　
－ － －

　（注）１．（　）内書きは、1年以内の償還予定額であります。

        ２． 貸借対照表日後5年内における1年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。

1年以内（百万円） 1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

2,000 － － － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 8,699 11,352 1.27 －

1年以内に返済予定の長期借入金 240 486 1.37 －

1年以内に返済予定のリース債務 － － － 　

長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。） 900 1,223 1.37
 平成21年6月20日～

平成24年8月31日

リース債務(1年以内に返済予定のものを除く。) － － － 　

その他の有利子負債 － － － －

合計 9,839 13,062 － －

　（注）1 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　      2 長期借入金(1年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後5年内における1年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

508 426 266 21

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 125 145 125 － 145

役員退職慰労引当金 185 40 51 － 174

保証工事引当金 － 240 － － 240
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 15

預金の種類  

当座預金 334

普通預金 34

別段預金 0

定期預金 50

定期積金 15

小計 434

合計 449

ロ．販売用不動産

内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

戸建住宅 343 49,602.22 8,549

合計 343 49,602.22 8,549

　（注）１．件数欄については、棟数を表示しております。

２．販売用不動産の所在地別内訳は、次のとおりであります。

内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

東京都 88 9,770.24 2,823

埼玉県 85 13,588.92 1,961

神奈川県 24 2,986.14 791

千葉県 96 14,921.24 1,965

茨城県 5 941.36 122

愛知県 13 1,918.02 272

宮城県 32 5,476.3 613

合計 343 49,602.22 8,549

ハ．仕掛販売用不動産

内訳 件数 地積（㎡） 金額（百万円）

戸建住宅 1,155 164,613.03 22,204

合計 1,155 164,613.03 22,204

　（注）１．件数欄については、戸建住宅の棟数を表示しております。

２．仕掛販売用不動産の所在地別内訳は、次のとおりであります。

内訳 件数 地積（㎡） 金額（百万円）

東京都 229 25,936.45 6,869

埼玉県 343 53,532.35 5,635

神奈川県 158 19,596.07 3,552

千葉県 335 49,562.46 4,220
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内訳 件数 地積（㎡） 金額（百万円）

愛知県 78 13,651.29 1,785

宮城県 12 2,334.41 139

合計 1,155 164,613.03 22,204

ニ．未成工事支出金

前期繰越高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価へ振替
（百万円）

期末残高（百万円）

3,430 18,548 18,329 3,648

　（注）　未成工事支出金の所在地別内訳は、次のとおりであります。

内訳 金額（百万円）

東京都 802

埼玉県 954

神奈川県 460

千葉県 1,279

愛知県 98

宮城県 54

合計 3,648

②　負債の部

イ．支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ビーテック 333

㈱市原水道興業 208

㈱関根産業 162

タナカ住材㈱ 131

㈱サンユー 122

その他（278社） 3,476

合計 4,434

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年６月 1,139

７月 1,045

８月 1,015

９月 1,233

合計 4,434

ロ．営業未払金

相手先 金額（百万円）

㈱ビーテック 215
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相手先 金額（百万円）

㈱市原水道興業 174

タナカ住材㈱ 108

㈱関根産業 92

東陶エムテック㈱ 74

その他(414社) 3,133

合計 3,799

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 6月1日から5月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後3ヶ月以内

基準日 5月31日

株券の種類 1株券　10株券　100株券

剰余金の配当の基準日 5月31日、11月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

端株の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告とする。ただし事故その他のやむを得ない事由により電子公告を

することができないときは、日本経済新聞に掲載する。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第24期）（自　平成18年6月1日　至　平成19年5月31日）平成19年8月27日関東財務局長に提出。

　　(2) 半期報告書 

第25期中（自　平成19年6月1日　至　平成19年11月30日）平成20年2月8日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成１９年８月２７日

タクトホーム株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本監査法人 　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 太田　恵子　　  印

　 指定社員

業務執行社員
 　公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタクト

ホーム株式会社の平成１８年６月１日から平成１９年５月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、タクトホーム

株式会社の平成１９年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 平成２０年８月２６日

タクトホーム株式会社 　 　

　 取締役会　御中 　

　 新日本有限責任監査法人 　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 太田　恵子　　  印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　公認会計士 北澄　裕和　　  印

　 指定有限責任社員

業務執行社員
 　公認会計士 井村　順子　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるタクトホーム株式会社の平成１９年６月１日から平成２０年５月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、タクトホーム

株式会社の平成２０年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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